
私はある公的支援機関から委嘱を受け、様々な中小の製造業から受発注取引に関するヒアリングを

行っています。その際に多くの企業からお聞きするのは人材確保の難しさの問題です。国内の労働人

口の減少により、将来の幹部候補として育成したい人材が採用できないとか、現場で設備を動かして

製造を担う者が不足しているなど、企業経営にも大きな影響を及ぼしかねない状況です。 

その中で若手外国人を受け入れている企業も少なくありません。多くは技能実習制度で東南アジア

などから来日している実習生ですが、技能実習が終わり「特定技能」に認定されて就労している人も

います。特定技能とは、国内人材を確保することが困難な状況にある産業分野において一定の専門性・

技能を有する外国人を受け入れるための制度です。 

現在の技能実習制度は、開発途上国などの経済発展を担う「人づくり」に協力し、それらの国への

技能、技術または知識の移転を図ることが目的ですが、受け入れる企業にとっては労働力として貴重

な存在になっています。ところが、ニュースなどでも報じられているように、一部の実習生の労働環

境が厳しく、失踪者も毎年出ており、人権問題としても取り上げられています。 

これらのことを踏まえ、2024 年 6 月に法律改正が行われ、技能実習制度が「育成就労制度」に抜本

的に改められることが決まりました。 

新たな育成就労制度の目的は、人手不足が深刻な産業分野における特定技能 1 号水準の技能を 

有する人材の育成と確保である 

と明記されています。来日する

外国人には 3年間の在留資格が 

与えられ、例えば従来認められ

なかった本人の希望による 

転籍が可能となるなど、就労し

ながらキャリアアップしやす

い制度になっているとのこと

です。 

出入国在留管理庁・厚生労働省の資料によると、新制度の施行は 2027 年になります。育成就労計画

の認定や育成就労実施者に対する監理など、基本的な枠組みは技能実習制度と変わらないようですが、

詳細な内容は今後明らかになってくると思います。受入対象分野が技能実習で受け入れてきた分野と

一部異なるほか、企業側の負担も増す可能性があるので、注意が必要です。 

すでに外国人を受け入れている、あるいはその予定がある企業は、新制度をよく理解し、準備を 

しておくことが必要ではないかと思います。 

川崎市は令和６（2024）年７月１日に市制 100 周年を迎えました。また、川崎市は「特別市」の実

現を目指しています。これらの動きによる中小企業への影響について考えたいと思います。 

１．川崎市市政 100 周年 

川崎市は令和６（2024）年７月１日に市制 100 周年を迎えました。この歴史的な節目を、次の 100

年に向けて「あたらしい川崎」を生み出していくためのスタートラインとして、オール川崎市で、多

彩な記念事業が展開されました。 

 技能実習制度 育成就労制度 

制度の目的 ・国際貢献（技術等の移転） 
・人材育成 

・人材育成 
・人材確保 

在留資格 技能実習 1 号：1 年 
技能実習 2 号：2 年 
技能実習 3 号：2 年 

育成就労：3 年 

受入れ分野 移行対象職種 育成就労産業分野 

転籍 原則不可 可能 

当初の日本語能力 原則なし あり（N5 相当の講習） 

「川崎市市制 100 周年と特別市構想」         技術士（情報工学部門）嶋田 弘僧        
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(1) 川崎市市制 100 周年記念式典 https://www.city.kawasaki.jp/170/page/0000165291.html 

(2) かわさき飛躍祭 https://www.kawasakicity100.jp/event/event-4080/ 

(3) 第 41 回全国都市緑化かわさきフェア https://green-for-all-kawasaki2024.jp/ 

(4) 市制 100 周年記念事業（公募） 

２．「特別市」構想 

川崎市は、県の区域外となり、原則として県の仕事を全て担う「特別市」の実現を目指しています。 

(1) 特別市とは、まだ法制化されていませんが、次のような制度です。（ＨＰは文末脚注） 

・川崎市が神奈川県の区域外となる制度です。 

・川崎市が原則として、県の仕事をすべて担い、権限と財源を 

市に 一本化します。特別市になると、次のように変わります。 

・道府県、指定都市で分かれている二重行政を解消し、 

市民サービスが向上します。 

・県を通さず国と直接やり取りすることで、素早い対応ができる 

ようになります。 

(2) 特別市への移行によるメリットと課題 

特別市制度は多くのメリットがある一方、解決すべき課題もあります。①特別市は制度化されてお

らず法改正が必要 ②広域的な課題への対応 ③周辺自治体への影響 

３．これらの動きによる中小企業への影響 

市制 100 周年記念事業の公募は、100 年の年も終わりに近づき、少なくなっています。次の 100 年

に向けて新たな事業がスタートし、あるいは継続する事業があると思われます。 

「特別市」は、法制化されるまで時間がかかることが予想されますので、すぐには施策が打ち出さ

れることは期待できませんが、今後、二重行政の解消により、これまで県と市とで行われていた中小

企業支援施策が変化するかもしれません。これらの動きに関心を持ってフォローすることが大切です。 

特別市：https://www.city.kawasaki.jp/shisei/category/222-6-0-0-0-0-0-0-0-0.html 

［KGC(かわさき技術士センター)技術士によるセミナー］（現場経験に基づくホットな内容） 

◇2024 年度「KIIP 公益法人川崎市産業振興財団」との共催(技術)セミナー開催企画のご案内 

今年度は下記の２テーマについての開催を終了致しました。 

第 1 回：「事例で学ぶ省エネ対策」～価格高騰、SDGs すべてに対応します!～    10 月 16 日(水) 

第 2 回：「事例を基にして売れる商品開発のコツを易しく解説します」 

～技術マーケティングの活用～                         11 月 20 日(水) 

場所：オンライン(14:00～16:00/講義 90 分、質問 30 分) 

今後とも多くの皆様に、ご参加・ご活用頂きたく、よろしくお願いいたします。 

［支援事業］（申込先；川崎市中小企業サポートセンター） 

ワンデイ・コンサルティング 

（無料） 
原則随時です 企業に出向き緊急の課題を支援致します。最大３回まで可能 

専門家派遣（有料） 募集があります 費用は半額企業負担です。課題に対し最大 12 回の継続支援 
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川崎市中小企業サポートセンターとは 

中小企業を応援する総合的な支援機関で、主な支援事業は以下のとおりです。 

★総合相談窓口★専門家相談窓口★人材育成セミナー★専門家派遣事業 

★「かわさき起業家オーディション ビジネス・アイデアシーズ市場」 

TEL:044-548-4141 FAX:044-548-4146 URL:http://www.kawasaki-net.ne.jp 

 


